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第１ 本件減額改定は社会権規約第９条違反 

 

 本件の年金減額改定は国民に対する年金給付を減額するものであり，且つ年

金体系全般に関わり，今後もこれに影響を及ぼすものであるから，社会保障の

後退的処置に該当する。 

 本件の年金減額改定は，社会保障の後退禁止を原則とする経済的，社会的及

び文化的権利に関する国際規約（以下社会権規約という）第９条に違反する処

分である。原告らは規約違反に基づき，当該処分の取り消しを主張するもので

ある。 

 

１ 社会権規約の成り立ちとその効力 

（１）社会権規約の成り立ちとその位置について 

 社会権規約(正式には経済的，社会的，文化的権利に関する国際規約)は自由

権規約（正式には市民的及び政治的権利に関する国際規約）と合わせて，「国

際人権規約」と呼ばれ，人権諸条約のなかにあって，中核的な位置を占める多

国間の人権条約である。同規約は，労働に関する諸権利，社会保障の権利，相

当な生活水準への権利，健康への権利，教育への権利，文化および科学技術へ

の権利などと共に，社会保障の権利を明記する。 

 世界人権宣言は１９４８年１２月の国連総会において国際人権章典の草分け

として採択されたが，その直後から，同宣言の内容を法的拘束力のある人権規

約とすべく，国連経済社会理事会は人権委員会にその作業を付託し，１９６６

年１２月同規約は国連総会において採択された。同規約はさらに１０年後の１

９７６年１月その要件を充して発効し，国際標準を示す人権規範としての役割

を果たすことになった。わが国はこの条約を批准し，１９７９年９月２１日こ

れに加入した。 

 当初，国際人権規約は社会権規約及び自由権規約の外，自由権規約の実施措

置としての個人通報制度を定める選択議定書(正式には市民的及び政治的権利

に関する国際規約の選択議定書)の３つの条約からなるものであったが，２００

８年１２月社会権規約の実施措置として個人通報制度を定める選択議定書が国

連総会において採択された。この結果，自由権規約だけでなく，社会権規約に



- 5 - 

おいても，この選択議定書に基づき，締約国による人権侵害を受けたときに個

人として，社会権規約委員会にその救済を申し立てることができることになり，

審査する制度が確立した。しかしながら，わが国は国際人権規約に付随する個

人通報制度を定める選択議定書をいずれも批准していない。 

 今日国連加盟国１９４ヶ国のうち，社会権規約の締約国数は１６４に達し，

加盟国の８４パーセント近くの国々が共通の国際人権規範の下にある。 

（２）条約の効力について―国内的効力及び直接適用可能性について 

ア 条約の国内法的効力及びその位置  

 我が国は，憲法９８条２項により，条約を含む国際法に関して，一般的受

容体制を採用しており，日本が締約国となった条約は，公布とともの国内的

効力を生じ，それ自体として国内で適用される。原則として，条約を受け入

れる国内法を介在させることは必要ない。社会権規約についても全く同一で

あり，条約は少なくとも国内法として法律より上位の規範としての位置を占

める。憲法のうえでも，条約の趣旨を汲んで，これを憲法解釈に取り込み，

立法の違憲性を問題にすることは，わが国の裁判例においても度々見られる

ところである。 

イ 条約条項の直接適用可能性  

 上記条約の国内的効力とは別に，人権条約にあっては，直接適用可能性に

言及する。 

 条約は国内法として受容するという憲法の趣旨からして，すべての条約は

直接適用可能性があるとの強い推定が働き，裁判所はこれを適用する義務を

負うとみるべきである。自由権規約にあっては概ねこれが認められているが，

社会権規約においても例外ではないものの，裁判所による規約実施と云う点

で直接適用及び間接適用の相違があるので，これに触れる必要がある。 

 条約の規定がそれ以外の国内法の介在を要せず，それのみで適用されるか

という問題，即ち直接適用の可能性の問題は従来米国の理論に由来する自動

執行性と云う概念を用いて論じられて来た。条約が国内的効力を持つわが国

のように，裁判所がある司法判断を行うために条約規定を直接の根拠とする

ことができることを指して「直接適用可能性」と云う語で表わす。また司法

判断において直接依拠できない場合でも，国を拘束する規範として，国内法
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の解釈・適用にあたっての基準となり得ることは云うまでもなく，このよう

な条約の援用の仕方は「間接適用」と呼ばれている。 

 日本の従来の学説や裁判例は社会権規約の規定に対して，それだけで適用

可能かと云う「自動執行性」の有無に固執するあまり，裁判で援用して判断

基準の一つとすると云う「司法判断可能性」をも一律に否定してきた実態が

あり，自動執行性の概念は従来多くの混乱を生んできたうえに，条約規定が

司法判断のために適用される様々な形態を考慮せず，一律に自動執行性の有

無を判断する考え方を招きがちである(申恵 「人権条約の現代的展開」信山

社１４０頁，２２１頁)。従ってここでは社会権規約の適用については，「自

動執行性」の用語を用いず，直接適用乃至直接適用の可能性，そしてこれと

対比するうえで間接適用乃至法解釈を補強する目的での条約援用と云う言葉

を用いることにする。そして直接適用の可能性については条約の規定それ自

体にあるのではなく，具体的な事案において，条約規定を適用する立場にあ

る裁判官が認定すべきことがらであるとされる（岩澤雄二「条約の国内適用

可能性」(有斐閣)３２１頁以下）。その判断基準は当事国の意思(とりわけ直

接適用可能性を排除する否定的意思)は勿論，条約規定の文言及び内容の明確

性，条約上の義務の性格，国内法制の状況などにあり，これらを総合的に考

慮しなければならないとされることから，同じ条約若しくは条項であっても

直接適用の可否については相違が生じることもある。 

 社会権規約に引きつけて考えれば，保障の給付や作為を請求する根拠とす

るためには，条約規定それ自体に高度の明確性や具体性が求められる。他方，

なされた行為の違法性を判定する根拠とするのであれば，条約規定にそれほ

どの高度の明確性は要求されないことになる。締約国の義務違反に基づく規

約違反並びに処分の違法性等を主張する本件への規約適用に当ってはこの点

は特に留意すべきことがらと云える。 

（３）社会権規約の規定の特徴と存在意義 

 自由権規約では締約国は権利を「尊重し及び確保する」として履行確保に

あたっては即時的義務を負う（同規約２条１項）とされるのに対し，社会権

規約にあっては締約国は権利を「漸進的に達成する」義務を負うに止めてい

る（同規約２条１項）。この両規定の書きぶりの相違をめぐって，社会権規
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約における締約国の義務とりわけ，履行確保に当っての即時性とは何かがこ

れまで様々な角度から議論されてきた。 

 これまでは両権利の性質上の相違を理由とした両者の義務付けの違いを必

要以上に強調する学説も有力にあって，長年にわたって唱えられてきた「漸

進的実現義務」はいわば「努力義務」に過ぎないとする考え方は，規約は法

的拘束力を有しないという誤った理解に後押しされて，規約が締約国に対し

て本来的に課している義務を怠る傾向を助長してきた。その後社会権規約委

員会の活動を通じてこうした見解は次第に克服されつつあると云えるが，日

本政府の理解はと云えば，未だに従来型の考え方を脱却できず，先進国が規

約の履行において果たす当然の役割を懈怠してきた。２８年前の塩見訴訟最

高裁判決の判旨を金科玉条として，これに従う本件被告の主張にこれを窺う

ことができる。 

 社会権規約は締約国に対し，何らかの権利を直ちに実現することを義務付

けてはいないと云う通俗的な解釈は，社会権規約の中にも即時性のある人権

が存在することを見落とすことに繋がっている。しかし，社会権規約の成り

立ちとその趣旨及び目的並びに規約の諸規定に，「条約は文脈によりかつそ

の趣旨及び目的に照らして与えられる用語の通常の意味に従い誠実に解釈」

すべしとするウｲーン条約法条約３１条１項に示された国際法の一般原則を

照らすならば，それはしばしば誤っていると云わなければならない。 

 わが国は，締結した条約および確立された国際法規はこれを誠実に遵守す

ることを憲法において明記し，社会権規約を批准しているのであるから，こ

れを空文化することなく，社会権規約のもつ存在意義を認め，規約の趣旨と

その内容を時代の解釈水準に合わせてこれを汲み取り，締約国として課され

た義務を果たすべきだとするのが，国際人権の普遍性を標榜し，人権立国を

謳うわが国に求められる態度である。 

２ 人権条約における解釈の補足的手段としての「一般的意見」の機能と役割 

（１）共通の解釈基準の提供 

 社会権規約に限らず，人権諸条約には締約国の履行状況を監視するために

設置された委員会があり，その委員会は所管の人権条約の諸規定や各種権利

に関する解釈を示す「一般的意見」（general comment）を随時採択し，規約
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の明確化に努めている。一般的意見は，締約国の義務の性格や各権利の内容

などについて，条約規定の文言を補強する重要な役割を果たしている。 

 例えば，社会保障を規定した社会権規約９条は「社会保険その他の社会保

障について，すべての者の権利を認める」と記述するだけであるから，その

規定ぶりは至って簡単なものである。これをどこまで，どのように解釈する

かは探究を深めなければならないところであるが，とりわけ，この規定の中

に潜む締約国の義務をどう引き出すかがひとつの課題である。 

 国連の人権に関する諸条約は判断基準を統一的に示す国際裁判所が存在し

ないなか，その実施に当っての第一次的な解釈適用の権限はこれまで締約国

の司法裁判所に委ねられてきた。しかし，その解釈適用が各国の裁判所によ

って恣意的になされ，解釈の一律性が失われたのでは人権の普遍化を目指す

条約の存在意義も失われる。これを避けるために社会権にあっては，この条

約の監視機関とも云うべき社会権規約委員会が規約解釈の明確化のために，

ひとつの指標を「一般的意見」というかたちで提供する。これまでに社会権

委員会が社会権の条項ごとに発した一般的意見は２０１６年３月までに合計

２３に達し，社会保障（規約９条）にあっては一般的意見１９がそれに該当

する。 

 社会権規約委員会は，１９８８年第２会期において，「規約上の規範的内

容をより明確にし，且つ規約解釈についての委員会の理解を伝える」ため，

自由権規約委員会に倣って「一般的意見」を採択することを決定した。一般

的意見は手続的には，規約上の特定の権利又は条項について，後記（２）の

規約をめぐる「政府報告審査」や「個人通報審査」などの作業を経て，そこ

で示された判断について委員会内で議論を深めることを目的とする一般的討

論を基礎作業として準備され，採択され公表される。 

（２）人権規約解釈の「補足手段」としてのその他の主要な淵源 

 規約を解釈するうえで，これを補助するものはほかにもある。 

ア ひとつは，定期的に行われる締約各国の条約審査の後に審査機関である委

員会から示される「総括所見」（concluding observations)がそれである。これ

には審査を受けた締約国に対する勧告が含まれ，条約不適合の事実状態や当

該国の法令について，これを正すべしとするもので，ここに条約機関の見解
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が示される。 

イ もうひとつは，各人権条約に備わる個人通報制度を批准若しくは受諾した

締約国の管轄内においては，人権侵害を受けた個人がその救済を求めて，条

約上の委員会に個人通報することができるが，これに対して条約委員会から

示される「見解」（views）がそれである。 これは具体的な人権侵害事件に

ついて条約機関の示す人権救済のための規約の適用であり，ここに条約機関

の見解が示される。わが国は前述のとおり，個人通報制度を受け入れていな

いが，委員会がそこで示した見解は他国の例であっても，解釈基準としてわ

が国にも適用される。 

 これら「一般的意見」，「総括所見」，「見解」は，いずれも条約内容の

確定のための「補助手段」（国際司法裁判所規程３６条）若しくは条約解釈

の「補足的な手段」（ウｲーン条約法条約３２条）とされ，社会権規約におい

ても，規約を解釈するための主要な淵源として認められている。 

 これら「一般的意見」等は被告の云うとおりそれ自体としては法的拘束力

はないが，締約国が批准し，遵守を約束した人権諸条約を解釈する上で，規

約の意味を明確にするだけでなく，規約解釈に方向性と発展性を与えるもの

と云えるからこれらは条約規定と一体となることが求められる見解とみなさ

るべきである。当該国が人権条約の締約国となっているからには人権条約そ

のものの遵守だけでなく，こうした補足手段に対しても相当の敬意が払われ

るべきであり，それ自体の拘束性はないからとこれを切り捨てることは規約

の生命力を自ら失わしめることになる。 

３ 社会権規約の裁判規範性～国家の義務と個人の権利について 

 社会権規約に規定された諸権利について，締約国である国家が誰に対し，ど

のような義務を負うのか，これらの諸権利が国家に対する個人の権利として認

められるかについて，規約をめぐる権利義務の関係を述べ，その規範性をまず

明らかにする必要がある。 

（１）社会権規約第２条の漸進的な達成をするうえでの一般的意見３に示された

３つの義務 

 社会権規約第２条１項は，締約国の実施義務として次のように明記する。

「この規約の各締約国は立法措置その他のすべての適当な方法により，この
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規約において認められる権利の完全な実現を漸進的に達成するため，自国に

おける利用可能な手段を最大限に用いることにより，個々に又は国際的な援

助及び協力，特に経済上及び技術上の援助及び協力を通じて，行動をとるこ

とを約束する」（同条１項）。国家の義務を考えるうえで，規定が達成の漸

進性を謳うことから，前述したとおり権利実現の即時性はないかのように解

釈する向きもないではない。こうした理解をただすうえで即時性を伴う国家

の義務を明確にしておかなければならない。 

 この点に関する一般的意見３（１９９０年）に明示された社会権規約にお

ける締約国の義務は３つである。一般的意見３はまず「…規約は漸進的実現

を規定し，利用可能な資源の制限による制約を認めつつも，即時の効果を持

つ様々な義務をも課している」としたうえで， 

① 「…ひとつは，…関連の権利が『差別なく行使される』ことを『保障す

ることを約束する』ことである」(パラグラフ１)。 

② 「他方は，２条１項の『措置を取る』義務であり，…関連の権利の完全

な実現は漸進的に達成されうるものであるが，その目標に向けての措置は，

関連国にとって規約が発効した後，合理的な短期間のうちに取られなけれ

ばならない。…」(パラグラフ２)。 

③ 「２条１項に反映された主な結果の義務は，規約で『認められた権利の

完全な実現を漸進的に達成するため』措置を取る義務である。この文言の

意図を説明するためにしばしば『漸進的実現』という語が用いられる。漸

進的実施の概念は，全ての経済的，社会的権利の完全な実現は一般に，短

期間にはなしえないであろうということを認めたものである。「それは一

方で，経済的，社会的及び文化的権利の完全な実現を確保する際の実際の

世界の現実及びすべての国が有する困難を反映した，必要な弾力性の仕組

みである。他方で，この文言は全体的な目標，すなわち，当該諸権利の完

全な実現に関して締約国に明確な義務を設置すると云う，規約の存在理由

に照らして読まれなければならない。それは，その目標に向けて，可能な

限り迅速にかつ効果的に移行する義務を課しているのである」としたうえ

で，３つ目の義務として「さらに，この点でいかなる後退的な措置が意図

的にとられた場合にも，規約上の権利全体に照らして，及び利用可能な最
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大限の資源の利用という文脈において，それを十分に正当化することが要

求される」(パラグラフ９) （下線は代理人） 

（２）締約国の３つの義務についての附言 

 以上のとおり，社会権規約から窺える義務とは，権利が差別なく行使され

ることを保障する義務，措置をとる義務，後退的な措置にはこれを十分正当

化する義務の３つである。 

 社会権において，「漸進的実現」が規定された歴史的背景について附言す

れば以下のとおりである。 

 社会権規約の起草が着手されたのは戦後間もなくの頃であり，この多国間

条約に多くの国々の参加が期待されたが，南北間の格差は無視できず，条約

加盟を促すためにも加盟を躊躇する途上国の実情を配慮し，このように弾力

性が与えられたのである。しかし，「人権及び自由の普遍的な尊重を助長す

べき義務を国際連合憲章に基づき諸国が負っていることを考慮」すべきだと

すれば，「諸権利の完全な実現」に向けての締約国に課せられた義務は「全

般的」であり，且つ「漸進的」であることを原則とした。従って差別性を残

す部分的措置であったり，意図的に着手を遅らせる措置であったり，「後退

的」な措置などは例外であり，且つこのような措置を取る締約国においては，

これを正当化する義務を負うとされたのである。 

 委員会は２条１項の権利の完全な実現を確保する際の「弾力性の仕組み」

を認めつつ，同項の「漸進的実現」を「努力義務」に過ぎないと歪曲したう

え，こうした解釈の陰に身を隠しがちな締約国の消極性を戒め，社会権規約

には義務の側面があることを強調したのである。以上の通り，締約国の前述

の３つの義務は国家が実効的な実現に向けて速やかに行動をとることを規約

は求めていると解すべきである。 

（３）後退禁止原則とこれを巡る国家の義務 

 以上の通り規約上の国家の義務について述べたが，社会権規約上の諸権利

については，それが漸進的であるにせよ，権利の実現に向けて進歩している

ことが，規約の趣旨から導かれ，締約国の取った措置によって権利の実現が

それ以前よりも後退していることは，規約２条１項の趣旨に反することにな

る。従って締約国は原則的にこれを後退させてはならず，後退的措置を選択
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せざるを得ないときも，その必要性，不可避牲等について締約国である国家

にその正当性を主張及び立証する責任を負わせている。 

（４）一般的意見１９（２００７年）の提起する規約９条のをめぐる国家の一般

的義務 

ア 国家の一般的義務について 

 一般的意見１９は，規約９条社会保障の規定の解釈について全般的に，そ

の原則や指標を提供している。とりわけ，締約国の権利実現のための一般的

義務として，「漸進的実現」に内包される即時的義務の側面及び社会保障に

付与される優先順位，並びに後退措置の検討項目とその立証責任等について

詳述している。 

 一般的意見１９のうち 

① 措置を取ることについて 

 一般的義務の１つ目として，規約は「漸進的実現」規定を有するものの，

即時的義務があることを見落としてはならないことを強調し，ⅰ）社会保

障の権利がいかなる差別もなく行使されることの保障及びⅱ）男女の平等

な権利を確保すること並びにⅲ）生活水準及び食糧の確保及び健康を享受

する権利の完全な実現，これらに向けて措置を取る義務にいずれもこの即

時的な義務に該るとしている(パラグラフ４０)。 

② 十分な資源の配分について 

 一般的義務の２つ目として，社会保障に対する権利の実現が締約国にと

っては財政的意味合いを持つことを認めつつ，社会保障の実現は人間の尊

厳にとって根本的な重要性を有することから，その権利が法及び政策にお

いて適切な優先順位が付与されるべきであるとし，そのために権利の実現

の完全な実施のための国家戦略の進展及び国家レベルでの十分な財政上の

資源配分が強調されている(パラグラフ４１)。 

③ 後退措置の原則禁止について 

 一般的義務の３つ目として，後退措置の原則的禁止は規約そのものから

強い推定が働くとしている。従って，いかなる意図的に肯定的措置がとら

れる場合であっても，この推定を覆すのは後退の政策を立案し，立法化す

る締約国の側であることの確認である（パラグラフ４２）。 
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イ 一般的意見１９にみる後退的措置の必要性・必然性を検討する場合の具体

的指標 

 一般的意見１９のパラグラフ４２は 

 「第１に，それがすべての選択肢を最大限慎重に検討したもとに導入され

たものであること， 

 第２に締約国の利用可能な最大限の資源の完全な利用にてらして，規約に

規定された権利全体との関連によってそれが正当化されることの証明責任は

後退的措置を伴う政策提起をする締約国がそれを負うこと」を明記している。 

 上記２点についての充足性を判断するうえで，社会権規約委員会はパラグ

ラフ４２において以下の（ａ）乃至（ｆ）の６項目が指標として検討される

べきだとしている。 

（ａ）行為を正当化する合理的な理由があったか否か， 

（ｂ）選択肢が包括的に検討されたか否か， 

（ｃ）提案された措置及び選択肢を検討する際に，影響を受けた集団の真の

意味での参加があったか否か， 

（ｄ）措置が直接的または間接的に差別的だったか否か， 

（ｅ）措置が社会保障についての権利の実現に持続的な影響を及ぼすか，既

得の社会保障の権利に不合理な影響を及ぼすか，または個人若しくは集

団が社会保障の最低限不可欠なレベルへのアクセスを奪われているか否

か， 

（ｆ）国家レベルで措置の独立した再検討がなされたか，を注視することに

なる。 

 これらの点がいくつか欠けるようであっては，証明責任を果たしたことに

はならず，締約国の規約９条をめぐる義務違反ということになる。 

 そして，第３で述べるとおり，本件においては，社会権規約９条において，

締約国の義務とされる後退禁止原則が直接適用され，被告には後退を正当化

する事実についての主張立証がないから，本件減額改定は社会権規約違反で

あり，違法な処分として，取り消されるべきである。 

４ 社会権規約についての被告の主張に対する反論 

 原告らの主張する社会権規約違反の主張に対する被告の反論（被告準備書面
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（１）１３～１５頁）は，塩見訴訟の最高裁平成元年３月２日第一小法廷判決

に全面的に依拠して，判旨をそのまま引用するものである。 

 以下，被告主張の誤りを指摘し，３点に分けて反論する。 

（１）具体的権利性を否定する主張の誤り 

 被告主張の問題点の第１は，社会権規約９条は「締約国がその実現に向け

て積極的に社会保障政策を推進すべき政治的責任を負うことを宣明したもの

に過ぎず，個人に対し，即時に具体的権利を付与すべきことを定めたもので

はない」とする点である。 

 被告の主張は，規約は締約国が権利の実現に向けて社会保障政策を積極的

に推進すべきことを宣明にしているとしながらも，その前進の程度を政治的

責任に帰着せしめたこと及び規約には，締約国としての国家の義務の側面が

存在し，それが規範的機能を有することを黙殺していること並びに社会保障

について，具体的権利性を認めず，権利が個人に付与されることを否定する

と云う点で，いずれも誤った論理に依拠している。原告の本件請求は，規約

に基づく給付請求ではなく，年金の減額給付を規約に基づきその違法性の確

認を求めるものであり，違法性の根拠となる締約国の国家的義務の存在とそ

の法規範性が争点である。 

 被告の主張は，社会権規約２条１項が「権利の完全な実現を漸進的に達成

する」とあることから，規約は「漸進的実現」と云う義務を課すにとどまる，

いわば，「促進的条約」であって，国の責務は努力義務に過ぎないとするも

のである。社会権規約の文言に寄り縋り，古い人権２分論に拘泥し，規約の

持つ裁判規範性を限りなく無視した論理であり，今日の国際人権法の水準か

らみて著しく遅れた解釈理論と云わざるを得ない。 

 社会権規約２条１項は，締約国は，これらを含む諸権利の「完全な実現を

漸進的に達成するため，措置[行動]をとる」とされている。 

 ここで，権利が，社会権規約が明文で認める「個人」に帰属することは明

らかであり，この個人の権利と相関関係があるのは締約国の義務である。 

 社会権規約上の国家の義務は３つであることはすでに「３ 社会権規約の

裁判規範性」で分析したとおりであるが，上記措置[行動]をとる義務も国家

の義務のひとつである。 
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 では措置をとるとはいかなる意味であるか。社会権規約はその存在意義か

らみて，前進的であることが方向づけられていることを考えれば，それは権

利の実現に向けて積極的な措置を漸次取り続けることであると云える。 

 規約２条１項は，「権利の完全な実現」をその目標としているが，その「達

成」は漸進的で足りるとしている。権利の実現に時間的柔軟性が与えられた

のは，一般的意見３では，「漸進的実施の概念は，すべての経済的，社会的

権利の＜完全な＞実現は一般的に短期間にはなしえないであろうことを認め

たもの」だと説明している。 

 権利の完全な実現という目標は締約国の国情によっても相違があるであろ

うし，一国の状況をみても，目標に向かう道程は困難も伴い，目標との関係

では常に未成熟であり，不完全であるに違いない。従って，達成の方法につ

いては，規約２条１項にあるように「利用可能な手段を最大限に用いる」等

の方法が考えられるとしても，一般的意見が指摘するように，「利用可能な

資源の制限による制約」は考慮しなければならない。 

 一般的意見は，「すべての国が有する困難を反映して，必要な弾力性の仕

組み」を認めつつ，同時に「その目標に向けて，可能な限り迅速にかつ効果

的に移行する義務を課している。被告の主張はこの側面のみを取り上げ目標

に向けての進捗は裁量幅が大きく，規範性が乏しいことを強調し，結局すべ

てが政治責任に解消している。 

 しかし，漸進性がそのようなものだと解されたとしても，同時に漸進的実

現を規定した規約２条１項には，即時の効果をもつ様々な義務を締約国に課

していることを見逃してはならない。 

 そのひとつが措置を取る義務である。政策を立案し，立法・予算等を通じ

て，着手し，実施し，遂行しなければならない締約国としての国家的義務が

ここにある。権利の完全な実現は漸進的に達成されうるものであるが，その

目標に向けての措置は，関連国にとっては規約が発行した後，「合理的な短

期間のうちに取らなければならない」(一般的意見３)とするのも，それが国

家義務だからである。 

 国家の義務をこのように考えた場合，個人の権利はこれと表裏の関係にあ

ると理解できる。締約国が負わなければならない義務は規約に明記された個
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人だからである。 

 政策上優先権の付与を伴う国の政治的責任なる主張は締約国と個人との法

規範関係を否定するものである。 

 締約国は権利の完全な実現という目標に向けて資源の最大限の活用及び不

断の歩みを続けなければならず，この義務は管轄化の個人に向けられたもの

である。 

（２）立法府の裁量に対する羈束性を否定する主張の誤り 

 被告主張の問題点の第２は，社会権規約は「社会保障政策について，後退

的な措置をとることを禁止して立法府の裁量を「覊束するものでもない」と

する点である。つまり，規約上の権利を前進させることは勿論，後退させる

ことも政府の意のままであり，その責任は政治的なものに過ぎず，法的責任

は生じないと云うものであるらしい。 

 社会権規約２条１項は締約国の義務を規定する「利用可能な最大限の資源

をも用いて…措置をとる」とする同条同項の義務について，一般的意見３は

次のように云う。「権利の『完全な実現』は漸進的に達成されるものである

にせよ，そのために措置を取る義務は国家に直ちに生ずる義務であるとし，

その「措置」とは，権利の実現に向けて，「可能な限り明確，意図的，具体

的且つターゲットをもったもの」であるべきである。この関連でまた委員会

は，規約は権利の完全な実現という目標に向けて，「可能な限り迅速にかつ

効果的に移行する義務を課している」のであり，「この点でいかなる後退的

な措置が意図的にとられた 場合にも，規約上の権利全体に照らして及び利

用可能な最大限の資源の利用と云う文脈においてそれを十分に正当化するこ

とが要求される」とし，正当な理由なしに権利の実現を意図的に後退させる

ことは許されないと云う見解をも示している。 

 前述のとおり，国家の義務は多面的であるとされ，その多面性の個々の側

面において，それぞれ相関的に個人の権利が形成されている。個人の権利と

は，個人の要求に基づく，請求権のかたちをとることもあれば，立法や政策

に対する違法確認のかたちをとることもあり，前者についてはその請求を受

け入れるだけの規約の明確性・具体性が要求されるが，規約に基づく違法性

の確認等については規約・条項にさほどの明確性・具体性は要求されないと
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されている。 

 わが国では人権条約は批准されることにより，国内法として受容され，受

容された人権条約は基本的には直接適用が可能とされるところ，規約に基づ

く立法やとられた措置についての違法確認については正にその場面に当り，

司法救済が受けられることになる。近時，社会権規約について，三つの国家

の義務が明確にされ，後退禁止の原則はそのひとつであり，後退的措置が意

図的にとられた場合には十分にこれを正当化する責務が国の義務とされるに

至っている。 

ア 社会権規約委員会は社会権に属する諸権利の実現は締約国にとって重要な

財政的意味合いをもつことを認めている。即ち，利用可能な資源の限界はい

ずれの国にも存在し，締約国によってそれが異なるものの，それが権利の実

現に向けての制約となることを配慮すべきだからである。繰り返しになるが，

それが，規約２条１項に云う「権利の漸進的実現」の意味である。従って，

ここでは締約国の立法政策における裁量の余地を認めることになる。 

イ しかし，同時に委員会は締約国に対し，即時的効果をもつ様々な義務を課

している。社会保障の権利に関して，この権利がいかなる類の差別もなく，

行使されることの保障（規約２条２項），男女の平等権利を確保すること（同

３条），規約１１条１項（生活水準及び食糧確保）及び１２条（健康を享受

する権利）の完全な権利の実現に向けて，措置をとる義務（２条１項）など

は即時的義務とされる。それは人権の尊厳にとっての社会保障及び締約国が

この権利を法的に承認することの，根本的な重要性は権利が法及び政策にお

いて適切な優先順位を与えられるべきだからである。従って，締約国は，社

会保障に対する権利の完全な実施のための国家戦力を進展させるべきであ

り，且つ国家レベルで十分な財政上の及びその他の資源を配分すべきなので

ある。 

ウ 被告は社会権規約は，社会保障政策について，後退的な措置をとることを

禁止しておらず，立法府の裁量は許され，後退的措置がその裁量を覊束する

ことはないと主張する。 

 しかし，一般的意見１９は「社会保障に対する権利に関連して取られた後

退的な措置は規約に基づいて禁じられているとの強い推定が働く」とした上，
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いかなる意図的な後退的措置が取られる場合にも，第１に，締約国は，それ

がすべての選択肢を最大限慎重に検討した後に導入されたものであること，

第２に，締約国の利用可能な最大限の資源の完全な利用に照らして，規約に

規定された権利全体との関係によってそれが正当化されることの証明責任を

負うとしている。 

エ そして，一般的意見１９は，正当化の有無の指標として「委員会は，（ａ）

行為を正当化する理由があるか否か，（ｂ）選択肢が包括的に検討されたか

否か，（ｃ）提案されている措置及び選択肢を検討する際に，影響を受ける

集団の真の意味での参加があったか否か，（ｄ）措置が直接的または間接的

に差別的であったか否か，（ｅ）措置が，社会保障に対する権利の実現に持

続的な影響力を及ぼすか，既得の社会保障権に不合理な影響を及ぼすか，若

しくは個人または集団が社会保障の最低限不可欠なレベルへのアクセスを奪

われているか否か，（ｆ）国家レベルで措置の独立した再検討がなされてい

るか，を注視することになる」としている。このような指標が充分考慮され

ていなければ前記２つの事項が正当化されたことにならず，規約違反となる。 

 こう見てくると，後退的措置は規約上原則禁止されており，裁量の余地が

極めて狭く，覊束力が働くことになる。後退的措置についても覊束されるこ

とはないとする国の主張は明らかに誤りである。 

（３）一般的意見の法的拘束力を否定する主張の誤り 

 被告主張の問題点の第３は「一般的意見は，社会権規約委員会によって社

会権規約の解釈を明確化するために出されるものであり，それ自体がわが国

に対して法的拘束力を有するものではない」とする点である。 

 一般的意見が社会権規約の解釈を明確化するために出されるものであるこ

と，「それ自体」がわが国に対して，法的拘束力を有するものでないことは

認めるものの，被告主張の含意が規約の解釈はそれにとらわれることはない

とするものであれば明白な誤りである。 

 条約の国内的実施を監視する任務を与えられた条約機関である社会権規約

委員会は条約規定の解釈及び実施について随時「一般的意見」を採択して全

ての締約国にこれを周知する。条約の解釈は第一次的には各国の裁判所のそ

れに委ねられるが，恣意的な解釈を許しては国際的な基準たらんとする人権
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条約の普遍性が失われる。社会権規約委員会の人権の国別報告の審査等を通

じて培われた規約解釈のあり方を示す委員会のこの「一般的意見」はウイー

ン条約法条項３２条に云う「解釈の補足的手段」乃至それに準ずるものであ

り，規約解釈の際は一般的意見の趣旨を汲み入れることを求められる。 

 国が批准した条約に国内法的効力を認める日本では人権条約の規範は国内

裁判所が司法判断において直接，間接に依拠しうる法源の重要な一部をなす。 

 条約が国内的効力を有する国の裁判官は条約の規定について，それにでき

る限り沿う方向で国内法を解釈，適用することによって国家機関としての義

務を課すことが求められる。 

 条約解釈の方法は，「条約は，文脈により，且つその趣旨及び目的に照ら

して与えられる用語の通常の意味に従い，誠実に解釈するものとする」との

ウイーン条約法条約(３１条１項)の条約解釈の原則を遵守するとすれば，条

約の文脈や趣旨及び目的等について，「一般的意見」補足する解釈のあり方

は条約規定と不可分の一体とのものとして把握されるべきであり，条約規定

本体と一般的意見を分断して理解することは条約の恣意的解釈を許し，国際

人権法が虞れる「条約の不履行を正当化する根拠としての自国の国内法の援

用」を招来しかねないのである。一般的意見が「それ自体」拘束力を有しな

いことと，条約規定本体の解釈基準の補足手段となることは別問題であり，

これを混濁する被告主張は明らかに誤りである。 
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第２ 社会権規約の内容は憲法解釈解釈に反映されるべきである（間接適用） 

 

 社会権規約９条において締約国の義務とされる後退禁止原則は，国内立法を

拘束するばかりか，憲法２５条及び憲法２９条を解釈するうえでも規範的効力

を有するものである。 

 

１ 憲法９８条と後退禁止原則の憲法解釈上の規範的効力 

 憲法は９８条２項において，「日本国が締結した条約および確立された国際

法規は，これを誠実に遵守することを必要とする」と定めている。そのため，

憲法２５条の解釈を行う場合においても，日本が締結した条約である社会権規

約の趣旨を反映させて解釈しなければならない。 

 このことは，いわゆる老齢加算の廃止が違憲・違法かが争われた生活保護変

更決定取消・生活保護変更申請却下決定取消請求控訴事件の判決（大阪高判平

成２７年１２月２５日）においても判示されている。 

 すなわち，同判決は，憲法９８条２項の条約等遵守義務から，「社会権規約

の内容は，法や憲法の解釈に反映されるべきものである」として，社会権規約

９条及び１１条１項の内容，社会権規約委員会の一般的な意見第３及び第１９

の内容は，「制度後退禁止の規定」と解せられるとして，すくなくとも，社会

権規約の内容が法や憲法の解釈に反映されるべきものであることを明らかにし

た。 

 なお，同判決の判示部分は，上告審によっても維持されている。 

２ 社会権規約と憲法２５条の解釈 

 具体的には，社会権規約の内容は，次のように憲法の解釈に反映されるべき

である。 

 「憲法２５条１項と２項は，１項で生存権の理念とその権利性を宣言し，２

項はその理念及び権利を実現するための国家の積極的責務を定めたものと解さ

れ，したがって１項と２項は対応関係にあり，両者一体として生存権を保障す

る規定と考えられてきた」（佐藤幸治編著『憲法Ⅱ 基本的人権』成文堂・１

９８８年・３８３頁）ものである。 

 また，憲法２５条１項の「健康で文化的な最低限度の生活」という概念は，
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「時々における文化の発達の程度，経済的・社会的条件，一般的な国民生活の

状況等との相関関係において判断決定されるべきもの」（堀木訴訟判決・最判

昭和５７年７月７日）である。 

 そして，何が健康で文化的な最低限度の生活水準であるかは，特定の時代，

特定の社会においては，ある程度客観的に決定できるものである（芦部信喜『憲

法（第５版）』・岩波書店・２００１年）。 

 社会権規約を日本が批准をしたことは，日本は社会権規約９条に規定してい

る後退禁止原則を採用したということであり，この事実は，「健康で文化的な

最低限度の生活」を判断決定する際の考慮要素である日本の経済的，社会的条

件となったというべきである。 

 したがって，生存権を規定する憲法２５条１項及び「国は，すべての生活部

面について，社会福祉，社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければ

ならない」と規定する憲法２５条２項により，国際的に確立された社会権規約

第９条の要件を満たさない限り，平成２４年改正法は憲法に違反することにな

る。 

３ 小括 

 すでに述べた通り，社会権規約第９条の要件は，国がその立証責任を負う。 

 よって，被告国が平成２４年改正法について，次の（ａ）ないし（ｆ）の要

件を立証しない限り，平成２４年改正法は憲法２５条１項，２項，憲法９８条

１項，社会権規約第９条に違反し，無効である。そして，無効な法律に基づい

てなされた本件減額改定は違法な処分であり，取り消されるべきである。 

（ａ）行為を正当化する合理的な理由があったか否か 

（ｂ）選択肢が包括的に検討されたか否か 

（ｃ）提案された措置及び選択肢を検討する際に，影響を受けた集団の真の意

味での参加があったか否か 

（ｄ）措置が直接的または間接的に差別的だったか否か 

（ｅ）措置が社会保障についての権利の実現に持続的な影響を及ぼすか，既得

の社会保障の権利に不合理な影響を及ぼすか，または個人もしくは集団が

社会保障の最低限不可欠なレベルへのアクセスを奪われているか否か 

（ｆ）国家レベルで措置の独立した再検討がなされたか 
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第３ 本件減額改定は社会権規約９条及び憲法２５条に違反する 

～後退禁止原則に基づく正当化要件の不存在～ 

 

１ 平成２４年改正法による年金の減額改定は年金受給権の後退的措置 

 本件で取消を求めているのは，平成２４年改正法及び平成２５年特別政令に

よる年金の減額改定である。 

 平成１２年の法改正により，各年度毎に年金の物価スライドが可能となった

が，平成１２年度から平成１４年度において，物価が下落したにもかかわらず

（平成１２年はマイナス０．３％，平成１３年はマイナス０．７％，平成１４

年はマイナス０．７％，合計１．７％），平成１２年特例法，平成１３年特例

法，平成１４年特例法により，年金額を物価のマイナスに合わせてスライドす

ることを停止するという特例措置が取られた。その結果，年金実額は減額され

なかった。 

 年金をマイナス物価スライドしなかったのは，被告は，当時の社会経済情勢

に鑑み，経済政策上の理由からである，と主張する。 

 平成１６年年金改正法は，保険料率の固定化，基礎年金給付に要する費用の

国庫負担の割合をそれまでの３分の１から２分の１へ引き上げ，積立金をおお

むね１００年の間に給付費１年分程度を保有する状態となるように計画的に活

用することなどを内容とし，さらに給付水準を自動的に調整するマクロ経済ス

ライド制を導入する，重大な改正であった。 

 特例水準の年金額については，平成１６年改正法でも，被告も認めていると

おり，物価指数が下落しても，その分を年金額をスライドさせても（被告のい

う本来水準），特例水準を解消するためには用いず，物価指数の上昇時のみに

特例水準を解消することとした（平成１６年改正法附則７条２項の表下欄等）。 

 平成１６年改正法の制定以降，平成２０年までの物価上昇により平成２１年

度では，本来水準と特例水準との差は０．８％まで縮小したが，その後物価の

上昇がなかったこと等により，平成２３年度以降，最大２．５％まで拡大した。 

 平成２４年改正法は，物価の上昇や下降に関係なく，特例水準を解消するた

めに，平成２５年１０月に１．０％，平成２６年４月に１．０％，平成２６年

４月に０．５％，年金実額を減額改定することで，特例水準を解消するとこと
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とした（平成２４年改正法及び平成２５年特別政令）。これは，平成１６年改

正法制定後も行われてきた，特例水準の解消は，「物価・賃金の自然増の中で

解消する」というルールを反故にする，重大な改定であった。 

 平成２４年改正法及び平成２５年特別政令により，原告ら既裁定年金受給者

の年金額が引き下げられることになったのであるから，社会保障の権利である

年金受給権を後退させる措置であることは，明らかである。 

２ 社会権規約に関する一般的な意見１９のパラグラフ４２の指標に照らして，

後退的措置禁止の原則に違反 

 日本が，条約及び確立した国際法規を遵守することは，憲法上の義務である

（９８条１項）。社会権規約は，社会保障の権利について，締約国に対し，そ

の実施義務を定めている。同条約９条は，すべての人に対し，社会保障を受け

る権利があることを認め，２条１項は，締約国が，自国における利用可能な手

段を最大限活用して，「権利の完全な実現を『漸進的に』達成するために」「行

動すること」を求めている。第１で述べたとおり，社会権規約に関する一般的

な意見１９（２００７年）のパラグラフ４２は，「社会保障に対する権利に関

連してとられた後退的な措置は，規約にもとづいて禁じられているとの強い推

定が働く。」としている。そして，社会保障に関する権利について，いかなる

意図的な後退的な措置が取られた場合も，第１に，締約国は，それがすべての

選択肢を最大限慎重に検討した後に導入されたものであること，第２に，締約

国の利用可能な最大限の資源の完全な利用に照らして，規約に規定された権利

全体との関連によってそれぞれが正当化されることを，証明する責任を負うと

している。以下，第１及で述べた一般的意見１９の正当化の有無の指標として

の（ａ）から（ｆ）に照らして，本件年金減額改定について，正当化する主張

も，立証も尽くされていない。 

（１）本件年金減額改定の必要性も合理性もない（（ａ）の指標） 

ア 平成２４年改正法の特例水準の解消の趣旨については，「平成１２年度以

降の各年度における年金額の改定の特例措置による年金額等の水準について

段階的な適正化を図る等のため，所用の措置を講ずること」とされている（国

民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案要綱）。具体的
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には，前記の平成１２年特例法，平成１３年特例法，平成１４年特例法によ

る特例措置は，適正ではなかったから，特例水準を解消し，本来水準にもど

すというのである。これらの特例水準を解消する意義については，「今の年

金額を本来水準に引き下げる事で，年金財政の改善を図る」ことを挙げてい

る。 

 本件訴訟で，被告は，「特例水準という本来水準より高い水準の年金が支

給される状態が続くこととなった」が，そのことは「本来，将来世代の年金

給付に当てられるはずであった財源が，今の高齢世代の年金給付に当てられ

るという事態が続いているということを意味し，将来世代の年金給付水準の

低下を招くことになり」，さらに特例水準が解消されないことで，年金制度

の長期的な持続可能性を担保するために必要なマクロ経済スライドの調整も

発動しないことになる」と主張する（答弁書２６頁）。 

 また，被告準備書面（１）では，平成２４年改正法及びそれに基づく本件

年金減額改定の最も重要なことは，「将来世代に過度の負担を課し，世代間

の公平を害しかねない特例水準を解消することである」と述べ，特例水準そ

れ自体を解消することが，適正化であるとしている（５２頁）。さらに，被

告は，原告らから被告がいう『世代間の公平』と特例水準との関係について

釈明を求められて，「我が国の公的年金制度においては，賦課方式を基本と

しつつ，将来の支出に備えて積立金が形成されているところから」，特例水

準の年金が支給されることで，本来の年金が支給された場合と比べ，「少額

の積立金しか形成されず，将来の負担が増大するからである」と答えている。

また，被告は，保険料負担の面でも，特例水準による支払いが続けば，賦課

方式の公的年金制度においては，現役世代がその高い年金給付のために，必

要な保険料を負担していることになる旨述べている。 

 以上の被告国の特例水準解消の必要性についての主張で一貫しているの

は，本来特例水準は年金支給額を高くするものであるから，年金財政，つま

り財源と給付の関係を考えれば，特例措置をとるべきではなく，物価がマイ

ナスであるならば，物価スライドを行い本来基準をとるべきであったという

考えである。 
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イ しかし，そもそも，物価スライドを停止するという手段をとったのは，国

である。国は，「（平成１２年）当時，我が国経済がデフレーションに陥り，

消費者個人の可処分所得も減少していた等の社会情勢に鑑み，デフレーショ

ンからの早期脱却とこれによる景気回復のための特例措置」をとったのであ

る（被告準備書面(1)３６～３７頁）。マイナス物価にスライドさせず，従前

の年金額を維持するということは，スライドさせた場合（被告のいう本来水

準）に比較すれば，支給原資が大きくなるのは自明のことである。それでも，

国は，経済政策上，年金を減額させないことで購買力を維持・向上させる効

果をねらったのである。年金受給者にとっては，物価が下がっても年金額が

削減されないのであるから，購買力も維持され，年金に対する安定感や信頼

感が維持され，公的年金制度の老齢者の生活の安定という目的にも資する。

経済全体を考えての選択であった。 

 ところが，特例措置をとっても，物価が想定していたほど上昇しなかった

ことから，特例水準と本来水準との差を解消することなく年金を支給するこ

とは，年金財政を悪化させるとして，特例水準の解消，端的にいって名目上

も実質上も年金を減額する措置をとる必要があると政策を転換した。くり返

すが，国は年金財政の面だけからみれば歳出が増大することを想定される政

策を，経済全体を考えて政策として特例措置をとることを選択したのである。

「特例水準」と「本来水準」という国の用語に惑わされてはならない。重要

なのは，国が年金財政に影響があることを承知しながら（年金財政の悪化と

いう主張自体は検証されていないが），国が主張するところの「特例水準」

を選択したのであるから，その選択の理由であった全体の経済上どれだけの

効果があったかについて検証しなけらばならない。デフレ経済から脱却出来

なかった原因が何か，特例水準を取ったことは，どのような効果があったの

か等，検証もせずに，一端決定した選択肢（国がいう「特例水準」）を，単

に年金財政という枠の中でのみ考え，本来水準をとった場合に比べて年金給

付額（歳出）が多くなるからという理由で，減額することは，年金受給者の

厳しい生活実態を一顧だにしない，過酷な選択である。特例水準の解消は，

端的に年金支給額を下げるということである。これにより，年金受給者，と
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りわけ低年金受給者にとっては，生存自体が脅かされることになる。日本の

年金受給者の多くが年金以外に収入がなく，年金のみで生活している。国は，

「特例措置」というが，年金受給者にとっては，裁定された年金額をもとに

生活設計をたて，生活している。平成１２年度以降平成２４年度までは，物

価が上がったときだけ本来水準がとられ，特例水準との差が縮小されるとい

う措置がとられていたために，年金受給者は，将来において特例水準の分が

物価の上昇・下降に関係なく解消され，そのために年金額自体が減額がされ

るという事態を，告知もされていなかったし，想定もできず，支給された年

金をもとに生活してきた。 

 国が特例措置をとったのは，全体の経済政策上の効果を考えてのことであ

る。国は，特例措置を解消するかどうかを検討するにあたって，特例措置を

とった目的である，デフレ－ションからの脱却，景気回復に特例措置がどれ

だけ経済効果があったのか，逆に特例措置をとらないで本来水準で年金を支

払っていたとしたならば，どれだけ全体の経済が好転したのか，経済政策全

体のなかで，見なければならない。しかし，国はそのような自実証的な分析

や検証をしていないのである。 

 被告の「世代間公平論」「持続可能な年金制度の維持」という主張が極め

て曖昧で，老齢者に憲法が定める生存権を保障する年金受給権を削減してま

で，実行しなければならない必要性や合理性はない。この点については，原

告らの準備書面（３）で詳しく論じる。 

（２）国は，はじめに年金の減額ありきで，他の選択手段を検討していない 

    （（ｂ）の指標）） 

ア 国が，平成１２年度～平成１４年度の年金額について，物価スライドを停

止するという特例措置をとったのは，当時の社会経済情勢や高齢者の生活状

況を配慮してのことである。平成２４年改正法及びそれにもとづく特例水準

の解消により年金額が削減された時期（平成２７年６月までの間）に，社会

経済情勢が好転するとか，高齢者の生活状況が改善されたなどいうことはな

いし，それが想定できる資料も出されていない。むしろ引き続く実質賃金の

引き下げ，医療費・介護保険料の負担増など，悪化していた。平成２４年法
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で特例水準の解消をしなければならないほどの立法事実は存在しなかったの

である。 

 ところが，原告ら年金受給者へ与える不利益は大きいにもかかわらず，年

金受給者の生活実態を調査もせず，真摯に他の選択肢を追求することもして

いない。 

 平成２４年改正法のよる年金の引き下げは，それまでに解消できなかった

という平成１２年度から平成１４年度の特例措置による本来水準との乖離分

のマイナス 合計１．７％分に，さらに物価が上昇しなかったために解消で

きなかった平成１６年度以降生じた乖離分マイナス０．８％の合計マイナス

２．５％を解消するものであった。この削減率それ自体大きく，年金受給者

の生活に与える影響は打撃的である。 

 では，他の代替手段は考えられなかったのか。被告は，原告らからの「年

金実額削減以外の代替手段を検討したのか」という釈明に応えて，一気に年

金額を削減することは年金受給者の生活に影響を与えることは否定できない

ので，「３回に分けて段階的に解消することにした」旨答えた（被告準備書

面（１）５６頁）。被告の主張では，一気に解消することも，段階的に解消

することも，選択肢であるというのであろうか。しかし，年金額の実額が減

額することは，変わりない。一気であろうと段階的であろうと，多くの年金

受給者にとって唯一の収入源である年金の実額の減額は，文字とおり生活資

金の切り下げを意味する。被告も，「特例水準を一度に引き下げて本来水準

の年金額にした場合の，年金受給者の生活に大きな影響が及ぶことは否定で

きない」とは言っているが，だからといってその他の選択手段は何ら検討し

ていない。 

 国がとった経済施策を信頼して生活をしてきた年金受給者に対し，１０年

余も経て，それが本来のありかたではないからと言って，政策を大転換する

ことは，そのような政策をとった国の責任として，正当性と合理性について，

厳しく問われてしかるべきである。ところが，政策の大転換により年金が減

額されて，年金受給者が困窮した生活に陥ることなど，一顧だにしていない

のである。 
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イ 被告は，特例水準の解消の必要性として，「現役世代（将来世代の年金受

給者）のための年金財源の確保」という目的を挙げている。しかし，この議

論も抽象論である。他の選択方法は考えられなかったのか。被告は，日本の

年金制度は，「賦課方式を基本としつつ，将来の支出に備えて積立金が形成

されているところ，特例水準の年金が支給されることで，本来水準の年金が

支給された場合と比べ少額の積立金しか形成されず，将来世代の負担が増大

する。」と主張する(被告準備書面（１）５３頁）。 

 しかし，この論理についても，年金給付の財源については，一般的には保

険料の増額など保険料収入の確保，国の負担(税金の投入）の増額，年金積立

金の活用など，他の選択肢が多数考えられる。 

 まず，保険料収入それ自体を拡大する方法である。これまでも平成１５年

４月からは，賞与からも年金保険料が徴収されるようになった。年金保険料

率自体，厚生年金については，平成１６年１０月以後平成２９年９月まで毎

年保険料の自動的な値上げが決まっている。国民年金についても，平成１６

年４月から平成２９年４月までの自動的な値上げが行われている。平成２８

年１０月からは，短時間労働者(パートタイム労働者）のうち週２０時間以上

働く労働者について，一部だが，厚生年金の被保険者資格が認められ，労使

が負担して厚生年金保険料を支払う労働者が拡大されている。 

 他にも歳入を増大させる方法は可能である。たとえば，，年金については

標準報酬月額の上限が６２万円に設定され固定されているが，健康保険につ

いては，現在上限は月額１３９万円である。年金の上限を健康保険並にする

ことも考えられる。保険料収入の増収で，財源は増えても，他方年金の支給

額が増えるのではないかという反論が考えられる。しかし，それについても，

老後の生活の安定を連帯して支えるという年金制度の目的に照らして，保険

料を多く支払った人（高所得者）に対しては年金給付率を下げて給付を抑え

るという方法も考えられるのである（スウェーデン等）。 

 次に日本が，保険方式をとっているといっても，財源は保険料だけではな

い。国庫負担がある。平成１６年年金改正法により，基礎年金の給付費につ

いて，国庫負担の割合が３分の１から２分の１に増えた。国庫負担による特
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例水準の解消も，十分考えられるのである。 

 さらに，積立金を活用することも考えられる。日本の年金制度が積立方式

ではじまったことや，制度が開始されてから年金の受給者が出るまで相当の

期間があり，保険料が積み立てられてきた。日本は世界でも突出した巨額の

積立金を有するのである。イギリスやドイツは，１年分の年金支給が可能な

積立金しかもたない。 。 

 賦課方式を基本としている日本の年金制度のもとで，３．９年分（平成２

６年度末）に相当するような巨額の積立金を維持しなければならない必然性

はない。平成１６年改正法によっても，積立金を取り崩して活用することが

認められるようになったのであるから，特例水準の解消のために当てること

も考えられるのである。 

 多額の積立金の形成には，現在の年金受給世代が大きく貢献してきたこと

は，被告も否定できないであろう。現役世代も話せば理解を得られる可能性

は高い。 

 以上のとおり，年金額の減額という，年金受給者の生活に大打撃を与える

ような方法を避ける他の選択肢は，十分検討可能であったのである。しかし，

被告国は，年金支給額の削減が「適正化」であるとして，それ自体を目的化

して全く他の選択肢を検討も，提案もすることなかったのである。 

（３）年金受給者の意見表明は求められることなく短時間の審議で法案成立 

    (（ｃ）の指標） 

ア 平成２４年法の改正法は，一律に年金受給者の年金額を削減するものであ

った。年金額が減額されたのは，平成２５年１０月からであるが，当時３０

００万人を超える年金受給者の生活に深刻な打撃を与え，既裁定年金受給者

の財産権を侵害するものであった。とくに，国が経済政策としてマイナスの

物価スライドをしないという政策をとって，年金受給者にその基準での年金

収入をもとに生活させておきながら，１０年以上も経てから年金財政上問題

であるとして，年金の支給額を引き下げるという経済政策にも大きくかかわ

る重大な問題であった。国の取った措置が，当初の目的を達していないから

といって（それすら検証していない），年金を引き下げることは，老後の生
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活の安定という年金制度の目的およ憲法上の国の社会保障の向上義務に反す

る措置であった。年金制度に対する国民の信頼を根底から揺るがす措置であ

ったから，その不利益を受ける受給権者の意見が十分尊重されなければなら

ない。 

イ 被告は，「老齢基礎年金の額について，憲法２５条の趣旨に応えて具体的

にどのような立法措置を講じるかの選択決定は，立法府の広範な裁量に委ね

られている」と主張する(被告準備書面（１）１０頁）。そもそも国民や影響

を受ける人に対し，説明や選択肢の提案は必要ないという考えが根底にある

ことがうかがえる。平成２４年改正法は，①基礎年金の国庫負担割合を２分

の１に引き上げたがそれを長期に維持するための方法として消費税の引き上

げによる財源の確保，②公的年金と各種手当については，平成１２年度から

平成１４年度までの特例水準の解消という重大な内容であった。②のみでも，

年金受給者に対する特例措置を解消するという，既裁定の年金受給権を引き

下げ，財産権を侵害するような重大な内容であった。それにもかわらず，審

議にあてられた時間は，きわめて短く，衆議院は１日，参議院は１日と，わ

ずか２日の審議で成立した。趣旨説明についても，衆議院での議事録による

と，平成２４年の１１月１４日の衆議院厚生労働委員会では，三井厚生労働

大臣から提案理由について「世代間の公平を図るためには，この特例措置の

による年金額の水準を，本来あるべき水準にまで適正化していくことが求め

られています。」という簡単な説明があったのみで，１日の審議で可決し，

参議院に回された。翌日の１１月１５日に開催された参議院厚生労働委員会

でも，三井厚生労働大臣は，まったく同じ提案理由を述べ，わずか１日の審

議で成立したのである。パブリックコメントも集められていないし，公聴会

も開かれていない。審議時間が短いために，国民の代表者である国会議員が

年金受給者の意見を聴取するなどして，審議に反映する時間もほとんどない

時間的な制約の中で，「世代間の公平」という目的の正当性や合理性につい

て，なんら検証されることなく，成立させたのである。しかも，国会は直後

には解散になったのであるから，解散直前に，平成２４年法を十分な審議も

せずに成立させたこと自体，議会制民主主義を踏みにじるものであり，立法
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府の裁量論をもって正当化することは，到底許されない。 

ウ  平成２４年改正法の目的について，被告は「世代間公平論」や「持続可能

な年金制度の維持」を主張するが，抽象的で，極めてあいまいである。何が

世代間に不公平をもたらすのか，具体的な主張はない。わずかに積立金の形

成が少なくなると主張するのみである。しかし，国民年金保険料と厚生年金

保険料は，平成１６年から平成２９年まで自動的に引き上げられることが決

定していたのであって，平成２９年の上限まで定められていた。年金財政を

いうのであれば，歳入と歳出のありかたなど，制度全体から検討しなければ

ならない。 

 現役世代が抱いている“感情”は，実質賃金が下がる一方の状態での保険

料の重圧感や，非正規雇用などで国民年金保険料を支払うことさえできない

ことから，将来無年金者となるのではないかという不安，国民年金の基礎年

金のみでは生活保護基準の生活すら不可能な低年金であることなど，年金制

度の不備，不十分さを直感的に認識して不安感を抱いているというのが実態

であろう。 

 政府は，平成２４年改正法で年金額を減額される年金受給者の意見を聞い

てもいない。ましてや，現役世代の意見はまったく聞いていない。世代間不

公平論で不公平感をあおり，それを口実に，ひたすら年金の給付を抑制する

ことを意図しているというほかない。老齢年金について，憲法２５条の趣旨

に応えて，どのような具体的な措置を講じるかは，立法府の広範な裁量に委

ねられていると強弁している。しかし，社会権規約を締結し，憲法２５条の

生存権保障のために，社会保障の向上に務めなければならない義務を負う国

は，社会保障を後退させるときには，裁量も厳しい制約を受けるのだという

認識を欠いている。 

（４）一律削減は，低年金者の生活を生活保護水準以下に陥らせる（（ｄ）の指

標） 

 特例基準の解消は，年金受給者に一律の割合で行われた。形式的にみれば，

平等に見えることもある。しかし，年金受給者の生活実態を無視している。 

 日本の年金受給者の年金受給額の格差は大きい。準備書面（３）で述べる，
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年金制度のめまぐるし改定（基本的には改悪）により，年金受給額に大きな

格差がある。 

 約６０万人の無年金者が，国民皆年金制度が確立されていないため，放置

されてきた。また，受給者の支給額それ自体の格差，さらに男女間格差が大

きい。 

  「平成２５年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」によると，以下のと

おりである。 

    基礎年金のみの受給者 平均月額 ４万９７３１円 ７８４万人 

    厚生年金受給者    平均月額 男性 １６万６０００円  

                    女性 １０万２０００円 

    厚生年金受給者で，月額１０万円以下の受給者 

                    男性 １３３万人 

                    女性 ２５９万人 

 このような，大きな年金格差があり，また最低年金制度が確立していない

段階で，平成２４年改正法のように年金額を一律削減すれば，生活保護基準

すれすれの世帯を生活基準世帯に陥れ，拡大させる。国民年金法の目的は，

憲法２５条２項の理念にもとづき，高齢者の生活の安定・向上を図ることに

あるが，いったん特例措置をとって年金を支給しながら，それを下げること

は，生活保護基準すれすれの生活をしている年金受給者にとっては，生活保

護基準以下の生活に陥ることを強制される結果になる。もとより，生活保護

を申請せずに，低額の年金と預金を削りながら生活している年金受給者にと

っては，「命を削る」結果になる（原告ら準備書面（２）参照）。年金減額

の影響が低年金者ほど生活に影響を与え，生存権を侵害し，健康で文化的な

生活を破壊し，生存すら危うくさせる。このことを考えれば，国は，より格

差を縮小する選択こそ検討するべきであった。 

 しかるに，被告は，基礎年金のみの受給者も含めて，一律削減を決定した

うえ，どのような検証のもとに一律削減を決定したのかも，説明していない。 

（５）一律の年金額減額改定の持続的な影響（(ｅ)の指標）  

 一律の年金額減改定は，年金受給者に持続的な影響を及ぼす。単に年金額
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が減額され，その減額された年金による生活がつづくというだけでなく，そ

の後の物価スライドの実行についても影響があることが懸念される。 

 平成１６年改正法では，「社会と調和した持続可能な公的年金制度を構築

し，公的年金制度に対する信頼を確保すること」と確認されたが，今後賃金

や物価が上がったときに特例水準が解消されるとされたもので，年金財政の

確保という一面的な目的のみで年金を切り下げることが必要であるとか，合

理的あるという考えは，示していなかった。実際にその後も，年金受給者の

生活への影響を配慮して，物価上昇時のみ，特例水準の解消が行われていた。 

 ところが，平成２４年改正法は，年金財政を確保するためには，物価の上

限など全体の経済情勢などまったく関係なく，特例水準を解消して，「年金

給付を抑制する」こと自体を目的化するものである。国は，「世代間の公平」

「持続可能な年金制度の維持」など，極めてあいまいな理由で，年金給付を

抑制することが年金制度を維持することになると主張している。年金額を減

額すれば，歳出が減ることは，自明の理である。しかし，そもそも年金財政

の健全さは，制度全体から検証されなければならない。被告は，この一律年

金減額改定の必要性や合理性について，立法府の広範な裁量性を主張するが，

後退措置を取るときには，厳しく問われる。被告が主張する「世代間公平論」，

「年金制度の持続可能性」という極めてあいまいな理由で，年金額減額を認

めることは，国の裁量権からの逸脱を許すものであり，とうてい容認できな

い。 

３ 結論 

  以上のとおり，後退禁止原則に基づく後退的措置の正当性の有無を判断する

指標に照らして，本件年金減額改定を正当化する理由は存在しない。 

 したがって，本件減額改定は，社会権規約９条及び憲法２５条に違反する違

法な処分であり，取り消されるべきである。 

 

以上 


